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1)　望月礼二郎 「謄本保有権の近代化 ― イギリス土地所有法近代化の一断面 ― (一 ) 」『社会科学研究』
11-1 (1959)、8-15頁；越智武臣 『近代英国の起源』（1966）238-41頁。田中英夫編 『英米法辞典』（1991）
の記述を短縮して転記すれば次のようにある。「謄本土地保有（権）copyholdは、元来、領主直営地
demesneにおいて隷属的で不確定な農耕的賦役を負う隷農 villeinの土地保有権であり、その権利は
マナー裁判所 manorial courtによってのみ保護された。農耕的賦役が 15世紀までに貨幣地代に転換
commutationされ、領主裁判所の裁判記録 court rollの謄本によってその権利が立証されれば国王裁判
所から救済を得ることができた。謄本保有は領主の意思に依存する任意不動産権 tenancy at willと、マ
ナーの慣習に基づくもので領主の意思に従属しない慣習的自由土地保有 customary freeholdとがあっ
た。仮にマナーの慣習で単純不動産権 estate in fee simpleと類似の権利を認められたとしても、譲渡の
際の fine（権利承認料）徴収権が領主に残存し、移転方法が surrender and admittance （放棄と承認）で
ある点、謄本保有者に waste (毀損 ) 権や 1 年以上の長期の leasehold （定期不動産権）設定権がない点な
ど、freehold (自由土地保有権 ) とは明確に区別された。また謄本保有地の地下鉱物採掘権が領主に属し、























謄本保有に付着する領主の上級保有権を一定の補償金支払を条件に放棄させ、copyhold を freehold に転
換する （enfranchise）ための法が制定され、最終的には Law of Property Act 1922&24年 （ 財産権法) 等
によって謄本保有は廃止された。
　上で述べた 「還付と承認」はコモンロー上、譲渡が許されなかった copyholdの移転方法とし
て用いられた。また謄本保有者は、『 A および彼の相続人のために (‘to the use and behalf of A 
and his heirs‘)』還付する旨を領主に表示して、A への譲渡または遺贈の目的を達する。望月同
上稿、（一）11頁。寄生地主制を主張した吉岡昭彦氏は、謄本保有の相続・遺贈の手続きが地主
＝小作関係の形成のためにも用いられたことを次のように述べている。「A ( 地主 =謄本土地保有
者・引用者 ) は土地 Lを B ( 小作 )」の使用のために N年間期限で [領主に ] 還付する」A surrender 
L for(to) the use of B for term of N Yearsという形をとり、しかる後に該保有地はマナー領主
によって小作人に譲与されることになる。」吉岡昭彦 『イギリス地主制の研究』（1967）、197頁。
　また、この 「還付と承認」は上級と下級の領主間で行われた surrender and regrant と類似している。
それがアイルランドの 「植民地化」 政策に用いられたことについて次を参照。酒井重喜 『近代イギリス財
政史研究』 （1989）第 1章補論。
2)　以下本稿では、自由保有化  enfranchise （ment）には自由保有 freehold のみならず永代借地 fee farm







年）13頁。その他、平等派     ･ ディッガーズの謄本土地保有廃止の主張について次を参照。浜林正夫 『イ
ギリス市民革命史』(1971年 )、 231-7頁 ; 堀江英一編 『イギリス革命の研究』(1962年 )、第 3章 （尾崎芳治













4)　Hoyle,R., ‘Vain projects’: the Crown and its copyholders in the reign of James I’ , in J.Chartres and D.Hey 





ムズ 1世の謄本保有の 「自由保有化」策も実効性をもったであろうし、また謄本保有が 20世紀初頭まで
存続することもなかったであろう。逆に、謄本保有権の権利性が強く、法的保護を受けていたならそもそ
も財政封建制の一環として改革の触手が向けられることもなかったであろう。 法史的・司法制度的諸問題につ
いての貴重な先行研究を以下に示しておく。I.S.Leadam,’The Inquisition of 1517’,T.R.H.S .,N.S.vol.,vi.;do. 
’The Security of Copyholders in the Fifteenth and Sixteenth Centuries’, E.H.R .,VIII,(1893); W.J.Ashley, 
An Introduction to English Economic History and Theory,  4 th ed., (1914) vol.,i,pt.ii,c.iv; R.H. Tawney, 
The Agrarian Problem in the Sixteenth Century (Torchbook edition1967),Pt.II,III,(b); E. Kerridge, 
Agrarian Problems in the Sixteeth Century and After (1969), pp. 65-93. 望月前掲稿、25-7 頁; 越智前掲書、
237-56 頁; 武暢夫「謄本保有の法的保護の問題に関する覚書」『富山大学経済論集』20-1･2; 平松紘 「コピー
ホールドの法的地位―「ケリッジ（Eric Kerridge）教授 ･ 法的保護論」への批判的史論―（一）」『青山

















































6)　王領地改革・謄本保有改革について、 M.Campbell, The English Yeoman (1942）, pp. 138-9, 144-5はジェー
ム一世期の謄本保有地の 「自由保有地化」を取り上げ、E.Kerridge,‘The Ｍ ovement of Rent’Eco.H.R ., 
2nd ser.VI, (1953) は治世当初の王領地改革を肯定的に評価をし、G.Batho, (J.Thisk, ed., The Agrarian
History of England and Wales , IV(1967), ch, v, A)はそれに否定的評価を与え、G.H. Tupling, The Eco-
nomic History of Rossendale (1927), ch. 5は東部ランカシャーの謄本保有に対する国王の政策を取り上げ
























ルズベリ伯ロバート・セシル（在任 1608 ~12 年）が着任した時に、ハーシーは、すでに 1607
年に借地人が世襲的謄本ないし数世代謄本をもっている王領地マナーの調査を命ずる令状を発
行したこと、さらに 1608 年 2 月にハンプシャー、サマセットシャー、ドーセットシャー、デ








8)　P.Croft(ed.), ’A Collection of Several Speeches and Treatises of the Late Lord Treasurer’, in Camden 
Miscellany , 4th ser., XXXⅣ (1987), pp. 257-9. 





いを当初よりもっていた。1603 年 10 月に、 「謄本保有地を売却する委任状（commission）」が
出され、ドーセットは「自由保有化」によって 4 万ポンドの収益が上がるものと見込んだ。
謄本保有地を「売る」とは、当該地を自由保有地ないしそれに近い保有形態（永代借地 fee 
























とは言われない。 本文ではより常識的に事実に即して後者の表現をとる。 椎名重明 「イギリス革命の土地
問題」 『社会経済史大系Ⅳ』 （1960 年） 114 頁。 Hoyle, op. cit., p. 78. 


























カ年分の地代（rent）額」ではなく 1604 年のハーシーの調査によって算出された「1 カ年分
の収益（value, profit）」によると変更された。14)『指示書』が送付されてから、この先行事例通
12)　L.M.Hill(ed.),’Sir Jurius’s Journal of Salisbury’s First Two Months and Twenty Days as Lord 
Treasurer:1608’, B.I.H.R .,XLV(1972), pp. 316, 322；D.W.Hollis,Ⅲ ,'The Crown Lands and the 
Financial Dilemma in Stuart England', Albion ,26,3(1944), p. 422.
13)　Hoyle, op. cit., p. 79.
14)　エドモントンで、ソールズベリーは既存の慣習の確認は行ったが、権利承認料を賃借人が求める一カ
年分の地代 (rent)ではなく、1604年のハーシ－の調査で確認された一カ年分の収益 （value）とする変更
をした。Hill, op .cit., pp. 317-8, 323, 325, 326; Hoyle, op. cit., p. 80, n. 25.
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りに、委員は「1 年分の収益」を基準に権利承認料を定めた。数世代謄本保有（copyhold for 
lives）について、 「相続上納物（heriot）」を納めた場合、3 世代保有については「9 カ年分の収
益」の支払によって新たな賃借権が設定され、2 世代保有については「7 カ年の収益」、1 世代
保有については「5 カ年の収益」とされた。相続上納物が納められていない場合の権利承認料は、



























裁判記録を検証する作業がなされた。1608 年 12 月に 27 のマナーの管財人に回覧状が発せられ、






















事案で、調整の結果、権利承認料として 1 カ年の価値＝ 10 ポンドを恒久的に支払い、減額し
た財務府の譲歩の見返りとして 2 カ年分の価値＝ 20 ポンドを（を 2 回払いで）支払っている。18)
16)　Hoyle, op. cit., p. 82.
17)　7- 8James c. 21. Statutes of Realm , IV, part 2 (1993).









示すように 1609 年ミクルマス以後の 2 カ年に、財務府に入った示談金額は僅か 3,500 ポンド




金を支払った王領地マナーは、1609-11 年にわずか 26 であった。19) 1611 年と 1612 年の財務府
記録には、示談の勧誘に応じたマナーが 14 あり, そのうち以前「恣意的」であった権利承認
料を「確定的」なものとしたマナーが 11，「確定的」であったものが再確認されたマナーが３、
であったとある。大蔵卿記録簿には権利承認料を確定した判決は僅か 10 数例しかない。20) ソー
ルズベリの謄本保有権利承認料増額と示談の改革は、賃借人から広く受け入れられることはな
かったのである。ソールズベリは、一旦は拒否した前任者ドーセットが推進した謄本保有の「自
由保有化」策を、再度復活するしかなかった。ソールズベリ他界直前の 1611 年 11 月に、「自
由保有化」をすすめる委任状が発行されている。
19)　支払ったマナー名が Hoyle, op. cit., p. 103, Appendix1にある。
20)　Hoyle, ibid., pp. 84, 102-3
表1　1607-12 年の示談金支払
出所：Hoyle, op. cit, p. 102.
財務府管轄マナー ランカスター公領マナー 小　　計
1609年  4月～1609年9月 ￡  2,590 0s￡  1,520 0s￡  1,070
1608年1 0月～1609年3月 ￡3,553 19s 5d￡3,553 19s 5d
1609年1 0月～1610年3月 ￡  4,765 6s  7d￡  4,025 13s  5d￡  739 13s  2d
1610年1 0月～1611年3月 ￡ 925 2s￡ 458 2s￡ 466 19s 8d
1611年  4月～1611年9月  0 0 0
1611年1 0月～1612年3月 ￡  408 6s 3d￡  408 6s 3d0
1612年  4月～1612年9月 ￡  116 18s 5d￡  114  1s 5d￡  2 17s 0d
1607年1 0月～1608年9月   0  0  0
総　　計 ￡  13,551 12s￡  10,080  4s 3d￡  3,471  8s








1604 年 4 月に、ランカスター公領クリザローの管財人リチャード・モリニュークスに、当地
の謄本保有の「自由保有化」を進める指示が出された。モリニュークスは、当地の賃借人の貧
困状態から見て「自由保有化」に応ずる者は 10 名もいないであろうと思われ同政策の実行は






















21)　cf.R.W.Hoyle, ’Lords, Tenants and Tenant Right’    ,   Northern History . XX(1984), pp. 52-9.
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いた「古来の謄本土地保有」と、「新保有地 Newhold」の 2 つに分けられた。「新保有地」は
1507 年に謄本が与えられたばかりのフォレスト法解除地と酪農地であった。ウェイクフィー
ルドでも 16 世紀を通して荒蕪地に謄本の授与が続けられていた。22)
　1607 年、ドーセットとソールズベリを含む 5 人の枢密院顧問官は、公領会計官トーマス・ファ
ンショーとクリザローのジェントルマン、アシェトンに対して、「新保有地」の謄本の有効性
に疑義があることを通告している。1608 年 1 月、公領地内の「新保有地」の調査が始められ、
その間、謄本を保管するマナー裁判所への賃借人の出入りは禁ぜられた。こうした圧力を受け
て、賃借人は、ソールズベリと公領長官（Chancellor of the Duchy of Lancaster）トーマス・
パリーと交渉し、 「新保有地」の謄本の確認を得る見返りとして 12 ヵ年分の地代を支払う「合
意」を交わした。交渉において国王側は、20 年分の地代額の要求をしたが結論は 12 ヵ年でま
とまった。1608 年 11 月に、公領裁判所に、「新保有地」の違法な占有に対する訴状が出され、













































　ソールズベリ他界（1612 年）後、1614 年まで、大蔵卿不在のまま大蔵委員会が、2 年間国
王財政の任に当たった。同委員会でも、謄本土地保有を「自由保有地」に転換することで収入
23) 　ただし、名目的な「古来の地代」と裁判出仕義務は存続し、鋤奉仕保有で所有していた自由土地保有 




共同利用権を喪失したものと思 われる。Hoyle, ibid., p. 88.
25)　Hoyle, ibid., p. 89.





























27)　Hoyle, ibid., p. 90. ノーデンの査察官としての森林政策の実行について次を参照、酒井『フォレスト政 
   策』70~75頁。 
28)　Hoyle, op. cit., p. 90.
29)　望月前掲稿（一）､ 3頁。







ランカスター公領については、その事例がいくらか見られた。1618 年 2 月から 1620 年 7 月ま
での 30 ヵ月の間に、慣習の「確認」と権利承認料の確定をした 17 の判決が公領に記録されて
いる。その一部を示せば次の通りである。ダービーシャー、ワークスウォースにつて、1620 年
7 月 5 日の判決で権利承認料が 1,193 ポンド。ランカシャー、アクリントンなどについて 1618
年 2 月 14 日の判決で権利承認料 793 ポンド。同州トティングトンについて 1618 年 5 月 16 日
に判決で権利承認料 1420 ポンドと囲い込みの確認料 80 ポンド。レスターシャー、デスフォー
ドについて、1618 年 2 月の判決で権利承認料 782 ポンド。同州スミートンとフォックストンに
ついて、1620 年 7 月 5 日の判決で、権利承認料 385 ポンド。リンカンシャー、ブロックルズビ
について、権利承認料 273 ポンド。ノーサンプトンシャー、イルチェスターについて、1618 年
11 月 26 日の判決で、権利承認料 723 ポンド。同州ラウンズについて、1618 年 11 月 28 日の判
決で、権利承認料 1,640 ポンド。スタッフォードシャー、ニューキャスル・アポン・リムにつ
いて、1618 年 11 月 28 日の判決で、権利承認料 1,373 ポンド。ヨークシャー、スレイドバーン
について、1619 年 11 月 22 日の判決で、1,630 ポンド。31)
　1618 年から 21 年の「確認」で、多くの場合、権利承認料は 1 年分の地代とされ、慣習の「確認」
料＝示談金は 40 年分の地代が支払われた。直領地や元の荒蕪地の謄本の「確認」については
権利承認料はより高額にされた。上記 17 カ所の「確認」料＝示談金合計は 17,984 ポンドであっ
たが、2 回の分割払いがなされ、1 回目は判決による決定時で、2 回目は議会制定法による確






31)　Hoyle, ibid., p. 104.シリング以下略。
32)　Tupling, op. cit ., pp. 158-9; Hoyle, op. cit., p. 92.n.67. 共同地の一部が、「確認」料＝示談金の一部と









































利承認料の支払を拒否し、 賃借人の言う慣習が確認されるまで悶着は 10 年も続いた。『大規
制』が指摘していた、賃借人の管財人への非協力のため権利承認料の未査定地が累増している















かった。ウェイクフィールドでは、1609 年と 1623 年の示談提案がなされたが、賃借者は冷淡
で反抗的な姿勢を示すばかりであった。同地の管財人ジョン・サヴィルに示談交渉が委託され
たが、賃借人の反応は反抗的なもので、サヴィルは、賃借人の一人を中傷的な流言やポスター















なされた。しかし実際には、1614 年発行の委任状よってわずかに 10 のマナーから 11,928 ポン














純封土化のための示談金は 40-50 カ年分の地代額が必要とされていた。36) この額を謄本土地保
34)　R.B.Manning, Village Revolts (1988), pp. 148-9.
35)　Hoyle, op. cit., p. 96.










ンド 4 シリング 10 ペンスの謄本土地保有を単純封土地として購入するのに僅か 30 ポンド、ま
たは同地を永代借地として 20 ポンドしか提示せず、永代借地として 100 ポンドでの購入を提
示したジェントルマンに競り負けている。1606 年、バルフォード（ウィルトシャー）の数世
代謄本土地保有者は、謄本土地保有地を永代借地に借り換えるために、10 ポンドで賃借して
いる土地を 13 ポンド＋地代の倍額という低額を提示し、別に土地評価額 26 ポンドで地代 33
シリング 6 ペンスで借りている 60 エーカーの土地に対して 20 ポンドと地代の倍額という低
額を提示している。1614 年の西部州についての委任状は、（永代借地としての販売を）旧地代
40-50 カ年分か年収益 6-10 カ年分の価格で販売することを指示していた。ハーシーも 1614 年
の委員も、低価格の場合でも、結局、土地売却（＝土地資本の流動化）に成功しなかった。フ
ロディングトンでは、1614 年に購入に応じたのはわずか 6 名の賃借人だけであった。ボベイ・
トレーシー（デヴォンシャー）では、19 名の賃借人がその保有地の購入契約に応じたものの、
17 名が拒否した。拒否したものの土地は近隣のジェントルマンが自由土地保有として購入し















化を認めてもらうためには 5 カ年分の旧地代額を、「自由保有化」のためには 10 カ年分の旧地
代額を支払うとした。これに対して委員は、「自由保有化」の「価格」として 60 カ年分の旧地
代額を要求した。賃借人の提示額と財務府側の希望額に大きな開きがあった。ハンプトンの賃
借人は 40 カ年分を、トウィクナムの賃借人は 30 カ年分を提示したが、財務府側は 60 カ年分
を譲らず交渉は妥結しなかった。シトリングトン（ベッドフォードシャー）の賃借人は 10 年








新たな政策によって、権利承認料は 10 倍になったとケリッジは指摘している。39) ノウルの賃
借人は権利承認料として 1 カ年分の地代が正当であると考えていたが、事例では、地代額 7 シ
リング 3 ペンスであった３つの小屋のある 5 エーカーの土地に対して 11 ポンド 19 シリング 1.5







として総額 500 ポンドと算出していたが、 財務府に入ったのは 300 ポンドだけであった。200
38)　Hoyle,ibid., p. 99.
39)　Kerridge, op. cit ., p. 33.

















































The projects to reform the copyhold 
in the reign of JamesⅠ
    In the reign of James Ⅰ , three Lord Treasurers, Earl of Dorset, 
Earl of Salisbury and Earl of Suffolk, attempted to exploit the 
Crown Land in face of the hardship of crown finance. As one of 
attempts, they tried to reform the copyhold in form of which most 
of tenants hold their estates.   (1) The increase of the fine which, on 
the inheritance or alienation ,tenants paid to landlord in return for 
the his approval  of ‘surrender and admittance’.   (2) Procuring the 
compositions which tenants paid in return for the confirmation of the 
low customary fine as it was.    (3) The enfranchisement; the sale of 
the freehold(including fee simple and fee farm) in exchange for the 
copyhold. The tenants were never willing to accept these offers. 
That was because these attempts were to exploit the copyhold as 
holding ‘at the will of the lord’ or to abolish the copyhold at the 
expense of the tenants. Consequently, the policy of Early Stuart to 
exploit the copyhold resulted in ‘Vain Projects’ and the copyhold lived 
long until the Law of Property Act 1922&1924.  
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